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電子処方箋導入に伴う予算措置及び制度改定の要望書

電子処方箋導入については、「2025年 3月を目指してオンライン資格確認を導入した

概ね全ての医療機関及び薬局での電子処方箋システムの導入を支援する。」とされてい

ます。

医療DXの積極的な推進により、国民自らの予防 ・健康づくりと医療情報の適切な利

活用による良質な医療の実現だけでなく、次の感染症危機における迅速な体制構築にと

っても急務である事から積極的に取り組む課題であると認識しています。

一方、その実現には以下の課題があるため、病院団体として導入に踏み切れません。

（課題 1)多くの病院にとって電子処方箋システム導入に係る費用は、現在の補助額で

は不足である。（少人数の運用が前提の支援策である）

（課題2)電子カルテシステム等を導入している病院では、電子カルテシステムのログ

インとは別に、院外処方の時にだけ、個人カー ドで認証する作業が追加され

る。

（課題3)患者のメリットである 「重複投与 ・併用禁忌」の確認には、今回対象となっ

ていない院内処方データも必要である。しかし、院内処方で医師の個人認証

と薬剤師の個人認証をその都度行う事は現実的ではない。

（院内処方後のデータを送信する運用が実務的）



以上から電子処方箋の積極的導入を促進するため、以下の二点を要望いたします。

（要望1)電子処方箋システム導人の実情を反映した必要な経費を 2023年度当初まで

に、措置して頂くようお願いします。

（入札案件とした場合には、手続きに時間を要するため）

（要望2)電子処方箋への電子署名について、医療現場が混乱することのないよう病院

団体等の関係者と十分な議論を行った上で、医師個人による署名に代えて、

組織（医療機関）による署名とすることもお認め頂くようお願いします。

以上




